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マンパワー・コスト・マネジメント
の領域と用具
西　澤　　僑
1　マンバワー・コスト・マネジメントの意義と体系
　マソパワー（manpOWer）とば，人的資源のことであり，このような人的資
源を確保するための支出が，マ■パワー・コスト（manpower　cost）である。
マソバワー・コストの中心は，従業員の人件費であり，これを労働費用と称す
る。そのほか役員給与，はては人間資産まで含めて広義に解すると，マ1■バワ
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第2図　現金給与（労務主費）の体系図
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一・コスト（人的資源支出）の体系図は，第1図たいL第3図のとおりとなる。
当図を基にマンパワー・コスト・マネジメント（manpower　cost　manage－
ment1MCM）の領域を図示Lてみると，第4図のとおりとなる。ここにMCM
とは，通産省のrコスト・マネジメント』答申書を準用すれぱ，ω次のように
定義することができる。
　rMCMとは，利益管理の一環とLて，企業の安定的発展に必要なマソパワ
　ー・コスト引下げの目標を明らかにすると共に，その実施のための計画を設
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第3図　現金給与以外の労働費用（非現金給与）の体系図
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　定L，これが実現を図る一切の管理活動をいう。」
　第1～3図では，全従業員の労働費用が支払形態別に分類されているが，
MCMのためには，製造労務費と絵与・手当と期末賞与を区分すると共に，製
造労務費を直接労務費と問接労務費に細分することが肝要である。
　これらのMCMについて，米国会計人協会（NAA）は，主要会杜30杜を訪
間調査した結果を1977年に『マ■バワー・コストと業績測定』と題して公刊L
た。当調査報告書は，調査結果を要約L，r杜内の各種セグメソトで発生する
マソバワー・コストを，会社の全杜的財務目的に調整する主要な用具は，期間
予算（Periodic　budget）であった」と報告している。②このようなrマソバワ
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　　　第4図　マンパワー・コスト・マネジメソトの領域と用具
　〈マンパワー・コスト・マネジメントの主要領域〉　　　　＜管理用具〉
人閥資産管理　　　　　　　　　　　　　　　　　　人聞資産会計“一一r
　　　　　　　　　　　　　直接労務費管理　　　　　　標準原価計算　　；
　　　　　　　　　　　　　間接労務費管理　　　　　　変動予算　　　　＝
　　　　　現金給与管理　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　I　　　　　　　　　　　　　給料・手当管理　　　　　　　　　　　　　　　　＝
　　　　　　　　　　　　　期末賞与管理　　　　　　　　　　　　1
　　労　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1
　　　　　　　　　　　　　福利厚生費管理
　　　　　労務副費管理　　退職金管理　　　　　　適正人件費水準
　　　　　（付加給付管理）　　　　　　　　　　　　　プログラム予算
人　　　　　年金管理等　　　（PPB・ZBB）
＝婁　　　鴛薫　トー」
理　　　　　　　　　　　　　役員賞与管理　　　　　　成果分配制
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ラッカープラン〕　　　　　　　　　　　　　役買退職金管理
　　　　　　　　　　　　　役員報醐管理
一・コストの期間予算の基礎となる主要な用具は，標準（作業時問標準と原価
標準の双方を含む）とプログラム活動予算（program㎜ed　activity　budget）
と変動予算である」ことを明らかにした。1到以下，これらの主要領域及び用具
について論述しよう。
2直接労務費と間接労務費の管理
　（1）直接労務費と間護労務費の区分
　工場におげる製造労務費の管理は，直接労務費（direct　labor　cost）と間接
労務費でば，その内容が相違する。しかし，両考の区分は，必ずLも明確では
なく，オートメーショソの発展や圃定給制の普及等によってますます区分が困
難となりつつある。
　例えぱ，米国の代表的会計便覧である『アカウソタンツ・ハンドブック』に
ついて一瞥してみると，1932年の第2版では，作業と製品との物理的関係を基
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に，r直接労務費とは，特定の作業又は製品単位の生産に直接従事している労
働者の労務費をいう」と窟義していたが，㈲1956年の第4版では，原価の測定
方法を中心として，r直接労務費とは，継続的に製品又はプロジェクト別に識
別でき，それらに直接賦課できる賃金・給料をいう」と定義し直Lている。ω
　NAAは，労務費及び労務関連費に関し実態調査を行恋い，その結果を1957
年に『労務費及び労務関違費の会計』（NAA調査報告書第32号）として公刊
した。そこでは，r直接労務費とは，単一の原価計算単位別に把握し，それに
賦課することが実際にできる賃金・給料をいう」と広義に定義すべきことを提
案し，次のように解説している。㈲
　直接労務費を計算するに当たっては，都門又は原価中心点別に労務費を集計
するため，原始記録（例えぱ，タイムカード）に当該部門又原価中心点のコー
ドをつげておく必要がある。この場合には，各部門又は原価中心点が原価計算
単位となるので，その結果発生した労務費は，当該都門又は原価中心点別の直
接労務費となる。このうち原価中心点別の直接労務費は，連続Lた工程による
作業や高度に機械化された作業を行なっている部門に一般に適用される。各原
価中心点において，できる隈り個々の製品単位又は製造指図書別に労務費を把
握すると，当該労務費は製品別又は指図書別の直接労務費となる。
　1962年（昭和37年）に割定された大蔵省企業会計審議会の『原価計算墓準』
は，製品との関連を重視し，労務費の発生が一定単位の製品の生成に関して直
接的に認識される原価要素を直接労務費とし，具体的には，直接工の直接賃金
を直接労務費とLている。㈲
　（2）標準原価による直接労務費の管理
　ウエルシュ等の新著r予算管理』によれぱ，このようた直接労務費の計画又
は予算を設定する方法には，次の三法がある。｛7〕
①各製品単位当たりの標準直接作業時間と時間当たりの平均賃率を見積った
　後，両者を乗じ，部門，原価中心点又は作業の製品単位当たりの標準直接労
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　415
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　務費を算出する。
②実際に計画可能な産出高の測定尺度と直接労務費の比率を見積る。
③　責任中心点毎に人的要件（工数と賃率を含む）を列挙して，直接労務費一
　覧表を作成する。
　前記『原価計算基準』は①法をとり，「標準直接労務費は，直接作業の区分
ごとに，製品単位当たりの直接作業の標準時間と標準賃率とを定め，両者を乗
じて算定する」としている。この場合，標準直接作業時問は，作業研究や時問
研究等を使用し科学的・統計的調査により，通常の時間的余裕を加味して設定
すると共に，標準賃率は予定賃率又は正常賃率とすることが定められている。‘劃
　標準直接作業時問は，作業・動作研究（time　and　motion　study）等のIE
を活用し，現実的標準時間を当座標準時間として設定することが定説とされて
きた。しかし，その後ボストンコンサルティソグ・グループによって習熟曲線
（“leaming　C皿Ve”）理論が開発されたため，標準時問の設定にも活用される
こととなった。いま，習熟率を80％とすると，第1表のようになり，1単位製
造する場合には125時間要する作業も，累積生産量が16単位になる場合には1
単位当たり51．20時間となり，約半減することが知られる。｛副
　作業実施後は，標準直接労務費は実際直接労務費と比較L，次式で差異分析
が実施され，ωそれに基づいて必要た改善対策が示される。
①二分法のとき
　　　yw＝（Sw＿Aw）xAH
　　　▽H＝Sw×（SH＿AH）
②　三分法（1）のとき
　　　yw＝（Sw＿Aw）xAH
　　　▽H1＝Swx（XH＿AH）
　　　VH2＝Swx（SH－XH）
③三分法（2）のとき
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　　　第1表　直接作業蒔閻の習熟曲線
累積生産量 平均直接作業時聞 総直接作業時聞
a（単位〕 （時） b（時） aXb（時）
1 125 125．00
2 125X．8　二100．00 200．CO
4 125×．82＝80．00 320．00
8 125X．8茗＝64．00 512，00
16 125×．84151．20 819．20
32 125×．85＝40．96 1，310．72
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　　V3＝（Sw＿Aw）xAH
　　V4＝Sw×（SH－AH）
ただし，
Sw：標準賃率，　Aw：実際賃率，　▽w：賃率差異，SH：許容標準総作
　業時間，　AH：実際総作桑時間，　▽H：総作業時閻差異，　VH・：作業
　能率差異，VH里：材料消費数量差異，　XH：実際材料消費数量下の所要
作業時間，　Sw：標準平均賃率，　Aw：実際平均賃率，　V理：人員構成
差異，▽。：能率差異
なお，各要素は次式で求める。
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　SH＝単位標準作業時間x完成品換算総量
　XH＝実際材料消費数量×消費数量当たりの標準直接作業時間
　Sw＝標準総労務費÷標準総作業時問
　Aw二実際総労務費÷実際総作業時間
　前記のNAA調査報告書によると，実態調査で訪間した各会杜では，管理会
計の文献で標準原価に寄せられた関心ほど広く標準原価が使用されていないこ
とがわかった。その主な理由は，次のとおりである。ω
①　生産の機械化が進展したため，作業時間と産出高の直接的な可変性が失わ
　れる傾向にある。その結果，直接労務費が聞接労務費の性質を帯びるように
　なった。
②作業時間に影響を及ぼす変数を標準化し，これを統制することが不可能か
　又は実施不能となった。
③従業員は，生産性の向上に悪影響を及ぼすような方法で標準の設定に反対
　するものと，一部の会社の経営者は考えている。このため，標準作業時問は，
　マソパワー・コストの計画には使用できるが，個々の従業員の業績測定には
　使用できない。
　（3）変動予算による間接労務費の管理
　直接労務費以外の製造労務費が間接労務費（indirect　labOr　cost）である。
間接労務費は広義においては，直接労務費以外の全人件費が意味されることも
あるが，ここでは狭義に解し，直接労務費，給料・手当及び期末賞与以外の製
造労務費に隈定する。このような間接労務費の計画又は予算の設定法について
NAAが実態調査した結果，次の諸方法が存することが判明した。胸
①訪間した大都分の会杜では・直接労務費と問接労務費の実績比率を算定し，
　直接労働カで測定Lた作業量の変化に間接労働カの規模を適応させるのに利
　用していた。ここでは，問接作業時間は直接作業時間に比例して変動するも
　のと考えられている。
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②次の予算年度に必要とされる間接工の人数を，実施すべき作業を分析する
　ことによって決定する。当法は，直接労働力が短期の操業度から殆んど又は
　全然影響を受げないような会杜で通常使用されている。
③調査参加会杜の約1／3の会杜では，間接労務費予算の編成に，変動予算
　（ne血b1e　budget）等の最も高度な方式を適用していた。
④　訪間会杜のうち少数の会杜では，間接作業について広範な作業計測（work
　meaSαement）を実施し，反復的で測定可能な場合には全間接作業につい
　て技術的標準（engineered　stand孤d）を設定していた。
　上記のうち注目すべき方法ば，③の変動予算法である。変動予算には実査法
と公式法があるが，公式法では，次式により予算の編成及び予算差異分析が行
なわれる（第5図参照）。㈲
a　問接労務費予算の編成
　　　B0二F＋vxAH
b　間接労務費予算の差異分析
　　　▽T＝S0－A0＝VB＋VEユ十▽E2令W
　　　VB＝（平x　AH＋fx　NH）＿AO
　　　VE1二v×（SH－AH）
　　　V瓦≡fx（SH＿AH）
　　　W＝fx（AH＿NH）
　ただし
　　SO．標準間接労務費，　BO　間接労務費予算額，　A0　間接労務費実際
　　発生額，F：固定間接労務費，　Y：変動間接労務費率，　f：固定間接労
　　務費率，　NH：正常操業度，　AH：実際作業時聞，　SH：許容標準作業
　　時閻，VT：総差異，VB：予算差異，VE・：変動費能率差異，VE・：
　　固定費能率差異，　W：操業度差異，　α：標準配賦率
　なお，各要索は次式で求める。
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第5図　間接労務費の公式法変動予算図
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　　　　　　　　　　　正常操業度SH＝実際生産個数×　　　　　　　　　　同上の生産個数
f＝F÷NH　　　　　α＝Y＋f
3適正人件費の計画設定と予算管理
（1）適正人件費水準の決定方式
　上述の製造労務費を含めたr役員・従業員の人件費」（利益処分とされる役
員・従業員賞与は除く）の計画を立案する場合には，適正人件費水準を決定す
ることが最大の課題となる。ここに適正人件費とは，従業員と役員では，次の
ように相違する。
①従業員の適正労働費用
　r経営学大辞輿』によれぱ，適正労働費用を計画する場合には，次の四条件
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を満たす必要がある。幽
a　労働者及びその家族の生活を維持できること。
b　杜会的水準としての世間相場を重視すること。
C　労働の生産性水準（支払能力水準）に見合うものであるこむ
d　労働組合の賃金水準要求を満たすこと。
　r最低賃金法』が施行され，加えて賃金水準が国際レベルを上回った現在で
は，適正労働費用水準を規制する主要要因は，杜会的水準と負担能力にあると
いえる。
②役員の適正報酬
　r商法』によれぱ，株式会杜の取締役及び監査役が受げるべき報酬は，定款
にその金額を記載する必要があり，定款に記載のない時は株主総会の決議で定
めなけれぱなら次い。胴　この規定は有隈会杜の取締役にも準用される。飼
　以上の条件に基づいて適正人件費水準を算出する方法としては，経営分析法，
付加価値分析法，利益計画法等が存するが，企業の負担能力を割出すには利益
計画法が有用である。
　短期利益計画においては，目標資本利益率を達成するための売上高は，次式
で求めることができる。飼
　　　　　（F1キF2）十Kd　　　S＝　　　　　　　1－v－dt
　ただL，
　　F、：固定人件費，　F・：F・以外の固定費，　▽：変動費率，　K：固定資本，
　　d：変動資本率，　t：目標資本利益率，　S：目標利益達成点売上高
　なお，F及びvは，次式で分解する。
　　　　　ΣXリY一ΣXΣXY　　　F＝　　 　　NΣX2一（ΣX）2
　　　　　NΣXY＿2XΣY　　　V＝　　　　NΣXL（ΣX）2
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　ただし，
　　F：F・又はF・，Y：F・一トF・，N：調査回数
　当期の実績に基づいてSが算出され，次期に予想される売上高がこれを上回
る場合には，次期の予定売上高S1から，次期の固定人件費水準F。’は，次の
金額まで引上げることが是認される。
　　　Fl’＝S’x（1＿v＿dt）＿F2＿Kd
　よって，次期の適正人件費水準は，F1＋Slx▽となる。
　他方，杜会的水準を知るには，労働費用については，労働省のr毎月勤労統
計調査』，r賃金構造基本統計調査』，r賃金労働時間制度総合調査』，人事院の
『職種別民間給与実態調査』，中央労働委員会の『賃金事清調査』を始め多数
の統計が公表されているので，これを参照すれぱよい。役員報酬については，
弥富賢之著r役員報酬の正しい決め方』が，毎年全国調査（昭和63年は，1，250
杜を調査）を実施した結果を発表Lているので，これを参考にされたい。胴
　（2）プ目グラム予算による営業人件費の管理
　前述のように製造労務費は，実際の製造活動と極めて密接な関係があるので，
IEを便用し操業度との関係で科学的に標準や予算を設定することができる。
しかし，製造労務費と賞与以外の人件費（営業人件費と呼称）となると，その
作業特性から費用効果分析が困難で，科学的・能率的な予算を編成することが
できなかった。加えて，終身雇用制と年功序列型が目本的経営の根幹とされた
ため，営業人件費予算は適正人件費水準の枠内で前期の実績から見積らざるを
えたかった。すなわち，第6図上段に示したように，伝統的予算においては，
折角，環境条件を予測し，経営方針によって変更を加え，利益計画や適正人件
費計画を設定Lても，実際の営業人件費予算は，これとは別に遇去の実績に将
来の変動予測を加味Lて査定されてしまうのが通例であった。まず営業人件費
実綾を把握し，これに次期に予想されるベア額を加味Lて，次期の営業人件費
予算を編成し，これを部門別予算に組替えるにすぎない。ベアの予想額（率）
422
マソパワー・コスト・マネジメソトの領域と用具　　　　　　161
　第6図　営業人件費予算編成の二方式
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（注）当図の人件費とは，営業人待費のことである。
が問題になる程度で，いわぱ春闘相場の予測に外ならたい。あとは好・不況に
対処するため追加又は削減する営業人件費を窓意的に見積るのが精々であっ
た。
このような営業人件費管理を科学化するためには，プログラム概念を導入し，
ブログラム予算（Programmed　budgets）を採用すべきである。NAAの実態
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調査によって，米国では，r年次予算で定められた活動又はプログラムに関連
して計画及び統制する人件費には，プログラム予算が広く適用されている」こ
とがわかった。‘到プログラム予算は，ブログラム・コストを対象にした予算のこ
とで，次予算期間内では，固定費とたる人件費ではあるが，管理者の自由裁量
によって適宜増減できる人件費のことで，自由裁量原価（discretionary　cost）
とも称される。
　これまではプログラム予算としてはP工aming－Pro馴amming－Budgeting：
PPBが使用されてきた。例えば，スイーニイ他編のr予算管理ハンドブック』
では，プ目グラム予算をPPBの代名詞としている程である。蝸しかし，厳密に
は，PPBはブログラム予算の一種にすぎず，プログラム予算にはそのほか
ZBBもあり，両者を併用したPPZBBもある。
　（3）PPBによる営業人件費予算の編成
　PPBは，ケネディ大統領時代，マクナマラ国防長官が1963年度から国防省
予算に適用したため，“マクナマラ方式”とも呼ぱれ，国防予算の一形態と考
えられてきた。しかし，PPBば国家予算の独占物ではなく，民間企業にも適
用することができる。わが国民聞企業へのPPBの導入を提1昌したのは，産業
構造審議会で，昭和44年に「国際化蒔代におけるわが国企業経営の高度化につ
いて」と題する答申を発表した。
　ここにPPBとは，r長期的な計画策定（Planning）と短期的な予算編成
（budgeting）とをプログラム作成（programming）を橋わたLとして有機的
に結合することによって，資源配分に関する組織体の意思決定を一質して合理
的に行なおうとする考え方を制度化したものである」と定義することができ
る。匝勃PPBの基本的な特徴は，企業の目的をできるだけ明確にし，その目的を
達成するための代替案を長期的た視野から体系的に比較・検討して，最も適切
なプログラム（ある計画を実施に移すに際して，それに含まれる諾活動の実施
手順，配置，諸資源の配分を明らかにしたもの）の選択を行ない，さらに環境
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条件その他の事態の変化に応じて，そのプログラムを評価し，改定していこう
とすることにあり，日本語では，「計画策定・ブログラム作成・予算編成」と
呼ぶことができる。胸
　第6図上段及び中段に示したように，伝統的予算においては計画策定（P）と
予算編成（B）が切断されていたが，PPBでは，プログラム作成（P）によって
両者を連結し，トータル・システムとして予算編成が進められる。特にブログ
ラム概念の導入により，戦略員標に有用なプログラムだげが採用され，それに
必要なプロジェクト予算が編成される。これらのブロジ皿クト予算を都門毎に
集計すると部門別予算が編成され，そのうち営業人件費だけを集計すると，営
業人件費予算が完成する。
　（4）ZBBによる営業人件費予算の編成
　PPBを導入すると，既得権主義によるマンネリ予算の弊害が除去され，戦
略目標に直結した営業人件費予算が編成できるようになる。しかし，PPBは，
幾多の欠陥を内在しているため，一時一世を風魔したが，その後衰退の一途を
辿らざるをえなかった。PPBの欠陥を補正するため，1973年にピアーがテキ
サス・イソスツルメソツ杜で開発したのが，rゼロベース予算」（Zero－Base
Budgeting：ZBB）で，プログラム作成に代わってデシジョン・パッケージ
（Decision　Package：DP）が導入された。塵o　DPはいわぱ個別業務計画表とい
う一種の提案表であり，第6図下段のように，DPの作成→DPの提案→DP
の選択を経て業務別予算が編成され，これが営業人件費予算に集約されてい
く。いま，民間企業のZBBを定義してみると，次のとおりである。刎
　r民間企業のZBBは，企業の問接部門において，現場のマネジャーが，ゼ
　ロから出発Lてデシジョン・バッケージを作成し，管理者は新旧パッケージ
　を同一の基準で評価し，その結果に基づいて経営資源を割当てるブログラム
　予算の一方式であって，費用効果分析による直接的な原価の削減と経営思想
　の転換をはかる計数管理の新用具である。」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　425
　164　　　　　　　　　　　　早稲田商学第336号
　ZBBの生命線は，代替案の作成とサービス水準の選択にある。この場合，
各マネジャーは，自己の担当業務について，継続案と廃止案と改良案を作成し，
その中から最善案を自ら選んで推薦案として提案する。廃止案が提案されれぱ，
当該業務は中止され，継続案又は改良案が提案されれぱ，そのサービス水準
（1evel　of　e丘orts）が検討される。このため，サービス水準を基に基準パッケ
ージと増分パッケージ①及び②を作成し，提案する。塞準パッケージは，現行
のサーピス水準（人数，人件費及びその他の費用で測定・表示する）を2～3
割以上削減して作成する（削減割合は，予算編成方針で指示される）。この削
滅分を復活するのが，増分パヅケージ①であり，現行水準を引上げるための増
分額を示すのが，増分パッケージ②である。
　各マネジャーから提案されたDPは，ゼロベース評価委員会で審議され，費
用効率の順に列記され，順位一覧表が作成される。最後に予算枠で足切りし
DPの採否が決定される。その結果，次のように各業務の内容が決められる。
ここでは，DPの費用効率だけが評価基準となり，それ以外の故事来歴等は問
題になる余地はない。
a全バッケージが採用されないとき……当該業務は廃止され，当該営業人件費
　は全額カヅトされる。
b　基準パッケージだげが採用されるとき……最低のサーピス水準に必要な営
　業人件費Lか認められない。
C　基準パッケージと増分パッケージ①が採用されるとき……現行のサービス
　水準と同じ営業人件費が認められる。
d　全パッケージが採用されるとき……現行のサービス水準が引上げられ，営
　業人件費の増額が認められる。
　かくして従業員の人数及び営業人件費は，費用効率を基に毎年グランドゼロ
から見直され予算計上されるので，営業人件費管理のマソネリ化を打破するこ
とができる。
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4　成果分配制による賞与の算定と支給
　（1）法人税法上の賞与の意義と取扱い
　製造労務費と営業人件費以外の人件費としては，賞与（bonus）があり，役
員賞与と従業員の期末賞与がこれに含まれる。r法人税法』第35条第4項によ
れぱ，r賞与とは，役員又は使用人に対する臨時的な給与（債務免除による利
益その他の経済的な利益を含む）のうち，他に定期の給与を受けていない者に
対し継続して毎年所定の時期こ定額（利益に一定の割合を乗ずる方法により算
定されることとなっているものを除く）を支給する旨の定めに基づいて支給さ
れるもの及び退職給与以外のものをいう」。㈲これから，賞与の範囲は，税法上
次のように取扱われることが知られる。
①賞与とされる給与
　a　臨時的に支払われる給与（役員賞与，従業員の期末手当等）
　b　臨時的な経済的利益（役員・従業員の債務免除益等）
　C　利益の一定割合で算定する給与（成功報酬等）
②賞与とされたい給与
　a　毎年所定の時期に定額支給する絵与（役員年俸，従業員の夏季・冬季賞
　　与等）
　b　退職給与（退職金，退職給与引当金当期繰入額等）
　課税所得の計算上，役員賞与はその全額が賞与とされるが，従業員賞与につ
いては，利益処分した金額だげが賞与とされる。㈲
　（2）成果分配制の意義と諸方式
　税務会計上の取扱いはともかく，MCMにおいては，賞与は成果分配制で支
給すべきである。すなわち，従業員の期末賞与は，損金経理すれぱ損金算入が
課税所得の計算上認められるが，その場合でも，算定基準は成果分配制による
必要がある。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　42？
　166　　　　　　　　　　　　早稲田商学第336号
　日本生産性本部編r生産性事典』によれぱ，鯛r成果分配制度は，個々の企業
の生産性成果を一定のルールに基づいて賃金，賞与その他の形態で，経営の協
働老である労働に対して分配する制度である」。この場合，成果を示す経済量・
基準量としては売上（生産）金額，付加価値，利潤等があ㍍この基準量に対
応して成果分配制には，次の四方式が見受けられる。鰯
①売上（生産）金額分配制
　売上（生産）金額分配制とLては，スキャンロン・プラン（Scan10n　P1an）
がある。これはスキャンロンが，1930年代末に労働組合役員をしていた鋼鉄製
タソクの小規模メーカーであるアダムソン杜で，ボーナス配分プランとして適
用したことから始まったものである。
②付加価値分配制
　付加価値分配制としては，ラッカー・プラン（Rucker　P1an）がある。これ
は，ラヅカーが，1932年に米国製造工業統計の分析から発見した「生産分配の
原理」に基づいて創案されたものである。
③　利潤分配制
　利潤分配制とは，r雇主が正規の従業員のすべてに対して，合理的な受給資
格の規制に従って，相場とLて認められた賃率に付加Lて，企業の利潤に基づ
いて特別の金額を現金か据置払いで支払う手続」であって，諸外国では長い歴
史を有している。
④原価節約分配制
　これは，材料費等の節約額の一部を従業員に分配する方式で，カイザー製鉄
会杜の長期分配方式であるカイザー・プラン（Kaiser　P1an）はその典型例で
ある。
　日本生産性本部の生産性成果分配委員会は，成果分配制におげる基準量とし
て上記のうち付加価値を重視L，利潤分配制から付加価値分配制への転換を提
唱した。第7図のように利潤分配制においては，売上高から原価を控除Lて利
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　　第一図　利潤分配原理と成果分配原理
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　　　　　成果分配制
（注）生産性成果分配委員会報告書より引用
利澗分配制
潤が算出される。その一部は従業員に分配され（分配利潤），従業員の所得（労
働収益）となり，残余利潤が資本家の所得（資本収益）となる。他方，成果分
配制においては，売上高から前給付原価を控除した経営成果（付加価値）は，
労働成果と資本成果から成り立っており，労働（労働収益）と資本（資本収益）
に。分配される。利潤分配制と成果分酋己制の決定的な相違点は，労働収益を原価
とみるか成果とみるかにある。r今日の企業経営は，資本・労働・経営の三者
によって構成される経営杜会であり，これらの構成員の協働によって経営成果
が生み出され，その経営成果を生み出すために貢献Lた人々に経営成果が分配
される」ので，成果分配制においては，r成果分配の基準量は経営成果であり，
それはまさに付加価値である」とするのが，付加価値分配制を提唱した分配原
理である。幽
　（3）付加価値分配制による賞与の支給
　付加価値（value　added）とは，企業が外都から購入Lた価値（前給付原価）
に労働手段を用いて付加した価値であり，企業が生産によって創造した価値で
ある。付加価値は，カロ算法によって算定することもできるが，これは付加価値
の分配後に元の付加価値総額を逆算する方法にすぎない。それ故，付加価値の
分配時に分配すべき付加価値総額を算出するには，控除法による必要がある。
控除法においては，減価償却費を控除するか否かを基にすると，次の二法があ
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る。
　　　Vg＝S－M　　　　　Vn＝Vg－D
　ただし，
　　Vg：粗付加価値，V。：純付加価値，S：売上高，M：前給付原価，D：
　　減価償却費
　従って高田馨教授によれぱ，人件費総額の算定にも次の二法が生ずる。㈲
　　　Wg＝Vg・rg＝（V・十D）　・・・・・・・………・……・一・・…“……・・・・・・・…（1）
　　　W口＝▽・・r皿　…………・・…………一・・………………………………・（2）
　ただし，
　　W唐：粗付加価値による人件費，rg：粗付加価値についての労働分配率，
　　W・：純付加価値による人件費，r・：純付加価働こついての労働分配率
　（1）式では，r滅価償却となる分にも労働分配率が乗ぜざれることになる」が，
このことはr減価償却費からも賃金を支払う」ことではなく，r粗付加価値が
賃金，利潤，他人資本利子，減価償却費に分配される」ことを意味する。㈲
　ラッカー・プランでは，生産価値（productiOn　va1ue）と称する粗付加価値
を使用し，これに賃金定数（労働分配率）を乗じた積から，支払済人件費を差
引いて賞与を算出する。従業員の期末賞与について，その算定式を示せぱ次の
とおりである。
　　　B＝V且・r－Ws
　ただし，
　　B・従業員の期末賞与，▽ム：実際粗付加価値，r：労働分配率，Ws
　　支払済従業員人件費（夏季・冬季賞与を含む）
　なお，役員賞与については，次式による。
　　　B’＝Vム・r1
　ただし，
　　B1：役員賞与，r1：役員賞与分配率
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5　資産としてのマンバワー・コストの管理
　（1）人的資源会計の登場
　本格的なMCMを展開するには，伝統的な企業会計とは別に人的資源会計
（亘uman　Resourse　Accounting：HRA）を開発し導入すべきである。HRA
については，1973年に三冊の貴重な文献があいついで公刊された。
　米国では，米国会計学会（蛆A）が，rHRA委員会報告書』を公表し，
rHRAとは，人的資源に関するデータを識別し，測定し，かつその情報を利
害関係者に伝達する過程である」と定義し，その目的を「企業に関して内部と
外都の双方で行なわれる財務上の決定の質を改善すること」に求あた。そして，
次の三課題の検討を試みた。㈱
①　測定モデル……企業に対する人閻のコストと価値を金額か物量で測定する
　のに有用で信頼できるモデルと方法を開発する。
②応用システム……HRAについて，一般目的のシステム（人聞投資会計シ
　ステム）か又は特定目的のシステム（レイオフ決定システム等）を設計する。
③影響調査……HRAを実践することが人問の認知や行動にいかなる影響を
　与えるかを調査する。
　他方，NAAは，キャブラン・ランドキヅク著r人的資源会計』を公刊し
た。当書は，NAAが実施したプロジェクト調査の結果を要約したもので，次
の諸点が明らかにされた。帥
①　必要性……人的資源の重要性がますます認識されるようになったため，企
　業内の人的資源の雇用・維持・評価に役立つ正規の測定システムを構築する
　ことが必要となった。
②有用性……HRAはまだ未発達で実験段階にすぎないが，上記の必要性を
　満たしうる人的資源の測定システムを開発するために，相当の時間と費用を
　企業は進んで負担すべきである。
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③整合性……HRAと伝統的会計の間には，調整できない程の矛盾は存しな
　い。原価基準のHRAは，伝統的固定資産会計で現在使用中の技法と本質的
　に同一である。H趾の最も有効な方式は，一種のカレソト・コスト法であ
　るが，伝統的会計も終極的にはカレント・コスト法を容認する可能性がある。
　わが国では，若杉明教授が『人的資源会計論』を出版L，同書の第二部で
「HRAの構想」を発表した。ここでは，ミシガソ・グループの研究を基にし
て，rH趾モデル」を紹介し，そのうちr人的資源投資モデル」を提示した。
当モデルによれぱ，陶人的資源投資は，人的資源に対する諸支出のうち，支出
の効果が将来の期間において発揮されると予想される部分で，個々の従業員へ
の投資と組織の形成及び開発のための投資とに分げられる。前者は，従業員の
募集，採用，訓練，開発等に対する投資であり，個々の従業員が企業を退職L
たり，疾病により勤務不能となると，損失に転換する。また従業員を補充する
と，新たな取替投資が必要となる。後考は，個々の従業員を組織し，協働作業
が実施できるよう訓練・開発するための投資である。
　（2）若杉教授の人間資産会計論
　若杉教授は，r人的資源会計論』に続いて，昭和54年にはr人問資産会計』
を出版した。ここでは，前書の人的資源投資モデルを改良し，第8図のような
「人間資産の資産化及び費用モデル」を提示した。㈱すなわち，人間資産への
諸支出のうち，将来にわたって効用が発揮されると予想されるものが資産化さ
れ，当期に効果の発揮されたものはそのまま費用化される。資産化されたもの
は一定の期閻にわたって償却され，従業員の退杜，疾病，技術の陳腐化，組織
の荒廃等による臨時的な消耗は損失に計上される。他方，人件費はそのほとん
どが当期の費用となるが，一部人間資産の獲得・開発に貢献したものは，資産
化される。㈲
　人間資産の獲得・開発投資を資産に計上する場合には，人間資産をいかに会
計測定するかの間題が生ずる。人間資産の会計測定法とLて，前記の三書は多
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　第8図　人間資産の資産化及び費用モデル
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（注）若杉明薯『人聞資産会計』より引月ヨ
種多様の方式を提示したが，当書では，各種の会計測定法をr会計測定の目的」
と「非貨幣測定の有無」の両面から体系化し，第2表の分類を示Lた。⑳第一
世代のHRAではr人間資産の増減変化や現状等を会計的に測定する」にすぎ
なかったが，第二世代のHRAでは，そのほか「人問資産の貴重さやその適正
配分，有劾利用等にも役立つ」ことが目的とされ，リッカートの行動科学的変
数法（behaYiora工variable　method）やフラムホルツの個人価値測定法（a
theOryOf比evaheOfpeOplet00rganizatiOn）が提囑されたことは，多と
すべきである。
第2表人聞資産の会計測定法の分類
会計測定の目的 会計測定法 非貨幣測定の有無
支出原価法
人間資産の増減変化や現状等を 取替原価法
会計的に測定するもの 暖簾評価法経済価値法 非貨幣酌測定を含まないもの
給与還元法
人間資産の増滅変化や現状等を せ　り価格法
会計酌に測定すると同時に，人 修正原価法
問資産の貴重さやその適正配分， 行動科学的変数法
有効利用等にも役立つもの 個人価値測定法 非貨幣的測定を中間に含むもの
（注）着杉明藩『人聞資産会計』を一部修正Lて引周
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　若杉教授は，新著では，人間資産測定値の分析及び利用法として，次のよう
に意思決定と業績評価の二目的をあげ，人問資産投資の費用劾果分析をも論及
されている。鱒
①人問資産の獲得・開発・配置を含む企業の個別計画を設定する。
②ある行動を選択L実施した結果としての人間資産の状況を測定し，この実
　績値について業績を評価する。
　このため，費用（投資，費用又は原価）項目として，募集・採用投資，教育
訓練投資，開発投資，組織形成投資，組織開発投資，福利厚生費，健康管理費
をあげている。その結果えられる第一次的効果指標としては，人材の確保，人
材の機能・能力の向上，組織の形成，組織内の協働関係等の向上，技術の陳腐
化の防止・疾病・労働災害・傷害の減少，市場占有率，顧客の信用を示し，第
二次的効果指標として・財務的指標（売上高，生産高，付加価値，利益，原価
節約・留保利益・給与水準）と物的指標（製品やサービスの質，不良品・仕損
品・工程減損の発生量・生産歩留，作業時問）をあげている㈲。費用項目と財
務的効果指標を対比するのが，人問資産投資の費用便益分析であり，費用項目
と第一次的効果指標又は物的指標を対比するのが人聞資産投資の費用有効度分
析である。両考を包括Lたのが・人間資産投資の費用効果分析であり，これら
をいかに有効・適切に実施するかが，MCMの最大の課題となる。
注（1）通産省産業構造審議会『コスト・マネジメソト』昭和41年，「総括」
（2）W・B・McFar1and・“Manpower　Cost　and　Performance　Meas皿em㎝t，・Na－
　tiona1Association　of　Accomtants，1977，p．6．
（3〕W・A・Paton・e乱・“A㏄o㎜tants’Handbook，”Sec㎝d　Ed、，Ronald　Press，
　1932，p．428．
（4）R．Wixon　and　W．G．Kell．ed．，“A㏄omtants’Handbook，”Fo耐h　Ed．，R㎝a1d
　Press，1956，p．6．
（5）　NAA，“Accounting　for　Labor　Costs　and　Labor－Re1ated　Costs，”NAA，1957，
　P，14．
（6）犬蔵省企業会計審議会『原価計算基準』昭和37年，第2章，8の（3）及び10
（7）G．A．Welsch，R．W．Hilt㎝and　RN．Gordon，“Budgeti㎎，”Fi舳Ed．，
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　Prentice＿Ha11．1988，pp．281～282。
（8）前掲『原価計算基準』第3章，41の（2）
（g）H．Bierman，JL，T．Dyckma－1and　R．Hilton，“Cost　Accomting，”　1987
　（Welsch，op．cit．，p．284）．
⑩　西澤脩薯『原価計算』中央経済杜，昭和58年，849～351頁
⑭　McF肛1and，op．cit．，p．7．
⑲　McFarland，op．cit．，pp．36～39、
⑬　前掲『原価計算』352～353頁を準用
⑭神戸犬挙経営挙部編『経営学犬辞典』中央経済杜，昭和63年，723頁
⑲　『商法』第269条及び第279条，『有限会杜法』第32条
⑯　西澤傭著『管理会討論』中央経済杜，昭和55年，125頁及び120頁
⑰弥富賢之著『新訂役員報酬の正しい決め方』目本経営含理化協会出版局，平成元
　隼
⑱H．W．A．Sweeny　and　R．Rachli口，e↓，“Handbook　of　Budgeting，”1987，
　ch．25．
⑲　宮川公男編著『PPBSの原理と分析』有斐閣，昭和44年，512頁
⑳P．A．Pyhrr，“Zero・Base　Budgeting，”John　Wi1ey＆Sons，1973。
⑳　西澤脩薯『ゼロベース予算〔三訂版〕』同文鎗出版，隅和60年，39頁
⑳『法人税法』第35条第1項ないし第5項
⑳　日本生産性本部編『生産性事典』目本生産性本部，昭和50年，297頁及び311頁
鋤　生産性成果分配委員会報告書『生産性成果分配の理論と実際』目本生産性本部，
　昭和45年，40頁
⑳　高田馨薯『成果分配論』丸善，昭和46年，138～139頁
⑳　A鮎，“Report　o｛the　Committee　on　Human　Resource　A㏄ounting，”
　λc60〃弼ガ拠g1～ε〃召ω，Supplelnent，1973，pp，169～180、
鋤　E．旺Cap1an　and　S．Landekick，“Human　Res011rce　Accomting：Past，Pre－
　sent盆nd　Futm＝e，”NAA．1973，pp．7～8、
鯛若杉明著『人的資源会計論』森山書店，昭和48年，69～70頁
鋤　若杉朗著『人問資産会計』ピジネス薮育出版社，昭和54牢，7員，88頁，2ユ3～
214及び222頁
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